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固定資産減損会計の早期適用および業績予想の修正に関するお知らせ 

 

 当社は、平成１６年４月２３日開催の取締役会において、固定資産の減損会計を平成１６年３月期決算から早

期適用することを決定いたしました。これにともない特別損失が発生する見込みとなったことと、最近の業績の

動向等を踏まえ、平成１５年１１月１７日の中間決算発表時に公表した業績予想を下記のとおり修正します。 

 

記 

 

１．固定資産の減損に係る会計基準の早期適用について 

   当社は、「固定資産の減損に係る会計基準」を平成１６年３月期より早期適用することとし、固定資産減

損損失１，１４８百万円を特別損失に計上いたします。 

 

（１）対象資産の概要 

         【対象資産】             【減損見込額】 

     ①茨城工場    （建材工場）                 ５１４百万円 

     ②大曽工場    （建材工場）         ３７２百万円 

     ③武豊富貴工場用地（遊休土地）          １７百万円 

     ④防府土地建物  （休止工場）         ２４３百万円 

 

（２）減損会計早期適用の理由 

    当社収益構造の大幅改善、セラミックパイプ事業撤退等を勘案しバランスシートの健全化を図るため、

固定資産減損会計を早期適用することと致しました。 

 

２．平成１６年３月期業績予想の修正について 

 （１）平成１６年３月期業績予想数値の修正（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

                                                         (単位：百万円、％) 

 
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

前 回 発 表 予 想 （Ａ） 

（平成１５年１１月１７日発表） 
６，０００  ５０  △１００  

今 回 発 表 予 想 （Ｂ） ５，９６５  △１３２  △１，５４５  

増  減  額（Ｂ－Ａ） △３５  △１８２  △１，４４５  

増  減  率   （％） △０．６  －  －  

（ご参考） 

前期（平成１５年３月期）実績 
６，２１３  ９６  △３７３  

 



 

 （２）理由 

     売上高につきましては、衛生機器部門は予想を上回りましたが、建材部門は公共工事予算縮減の影響

を受け予想を下回りました。経常利益につきましては、粗利率が高い建材部門の売上減少、価格競争の

激化による販売価格の低下、コストダウンの未達等の理由から、前回発表予想より１８２百万円下回り、

１３２百万円の損失となる見込みです。 

     また、前回発表予想では、特別損失として希望退職に伴う費用１０６百万円、役員退職慰労金４０百

万円、固定資産除却・売却損３８百万円等を見込んでおりましたが、これらに加えて以下の特別損失を

計上する予定です。従いまして、当期純利益は前回発表予想より１，４４５百万円下回り、１，５４５

百万円の損失となる見込みです。 

     【新たに発生する特別損失の主な内訳】 

       ・固定資産の減損損失          １，１４８百万円 

       ・大量退職処理に伴う退職給付費用        １７２百万円 

       ・棚卸資産除却損               ７１百万円 

       ・下水道用セラミックパイプ事業撤退費用    １８百万円 

     なお、期末配当金は、平成１５年１１月１７日に発表いたしましたとおり、誠に遺憾ながら前年と同

様に無配とさせていただく予定です。 

 

３．平成１７年３月期業績予想等について 

   平成１７年３月期業績予想につきましては平成１６年５月予定の決算発表時にお知らせしますが、今回の

減損会計の早期適用に伴う減損損失の計上および大量退職処理に伴う退職給付費用の計上により、平成１６

年３月期対比、減価償却費が約１００百万円、退職給付費用が約１８百万円軽減されます。 

   また、減損会計の早期適用等に伴い欠損金が発生いたしますので、平成１６年６月に開催予定の定時株主

総会にて、資本準備金の欠損てん補および無償減資を付議する予定です。なお、今回の資本の減少は「資本

の部」内の勘定科目の変更となり、当社純資産額に変化は生じません。また、株式消却、株式併合は行わな

い予定であり、株式数の変更は生じませんので、１株当りの純資産の額や株主の皆様の会社持ち分、権利に

も変化はありません。 

   減損会計の早期適用、無償減資等により財務体質の改善を図るとともに、下水道セラミックパイプ事業の

撤退により、今期以降の収益回復の妨げになる要因を取り除きます。従って、今期以降は確実に黒字を出せ

る体質を構築し、早期復配の実現を目指してまいります。 

 

                                          以 上 

  


